
　

令
和
２
年
３
月
31
日
ま
で
に
家

屋
を
新
築
さ
れ
た
方
で
、
次
の
要

件
を
す
べ
て
満
た
し
て
い
る
場
合

に
、
一
定
の
期
間
に
つ
い
て
固
定

資
産
税
を
軽
減
し
ま
す
。

◆
対
象
要
件

①�

専
用
住
宅
も
し
く
は
居
住
部
分

の
割
合
が
２
分
の
１
以
上
の
併

用
住
宅
で
あ
る
こ
と

②�

居
住
部
分
の
床
面
積
が
、
１
戸

に
つ
き
50
㎡
以
上
２
８
０
㎡
以

下
で
あ
る
こ
と
（
共
同
住
宅
の

場
合
は
、
１
戸
に
つ
き
40
㎡
以

上
２
８
０
㎡
以
下
）

③�

玄
関
、
台
所
、
ト
イ
レ
、
居
室

等
が
あ
り
、
居
宅
の
要
件
を
備

え
て
い
る
こ
と

◆
軽
減
率

　

新
築
家
屋
に
か
か
る
固
定
資
産

税
額
を
２
分
の
１
に
減
額

※�

た
だ
し
、
軽
減
の
対
象
は
居
住

部
分
に
つ
い
て
１
戸
あ
た
り
床

面
積
１
２
０
㎡
ま
で
と
な
り
ま

す
。

◆
軽
減
の
期
間

・
一
般
の
住
宅
＝
新
築
後
３
年
度
分

・�
３
階
建
以
上
の
中
高
層
耐
火
住

宅
等
＝
新
築
後
５
年
度
分

※�

長
期
優
良
住
宅
の
認
定
を
受
け

て
新
築
さ
れ
た
方
は
、
右
記
の

軽
減
期
間
が
さ
ら
に
２
年
度
延

長
さ
れ
ま
す
。
軽
減
を
受
け
る

場
合
は
、
固
定
資
産
税
減
額
申

告
書
お
よ
び
長
期
優
良
住
宅
認

定
通
知
書
の
写
し
を
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

◆
そ
の
他

　

一
定
の
要
件
を
備
え
た
改
修
工

事
（
住
宅
耐
震
改
修
に
伴
う
工
事
、

バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事
、
住
宅

の
省
エ
ネ
改
修
工
事
）
を
行
っ
た

場
合
に
も
固
定
資
産
税
の
軽
減
を

受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ
は
、

資
産
税
課
（
２
階
）

☎
⒇
１
５
７
９
、6
⒇
１
６
０
９
へ
。

新築家屋の
固定資産税を軽減します

受動喫煙対策が強化されます
　健康増進法が改正され、「望まない受動喫煙」を防止するための対策が強化されます。７月１日より
公共機関等では、原則敷地内禁煙となり、その他の施設についても段階的に対策が進んでいきます。

お問い合わせは、保健センター　　　☎（25）１７２５、6（25）１８６５、	
　　　　　　　　　健康管理課（２階）　☎（20）１５７４、6（20）１６００へ。

屋内禁煙 喫煙専用室設置（※）
加熱式たばこ専用の
喫煙室設置（※）

○ 敷地内禁煙
・学校、児童福祉施設
・病院 、診療所
・行政機関の庁舎 等

or

屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、
喫煙場所を設置することができる。

○ 喫煙を行う場合は周囲の状況に配慮
（例） できるだけ周囲に人がいない場所で喫煙をするよう配慮。

子どもや患者等、特に配慮が必要な人が集まる場所や近くにいる場所等では喫煙をしないよう配慮。

屋外や家庭など

喫煙可能（※）

喫煙専用室と同等の煙の流出防止措置を講じている場合は、
非喫煙スペースへの20歳未満の立入りは可能。

上記以外の施設＊

・事務所
・工場
・ホテル、旅館
・飲食店
・旅客運送事業船舶、鉄道

・国会、裁判所
等

＊個人の自宅やホテル等の客室など、人の居住

の用に供する場所は適用除外

○ 原則屋内禁煙 （喫煙を認める場合は喫煙専用室などの設置が必要）

○ 喫煙可能な場所である旨を掲示することにより、店内で喫煙可能

経営判断により選択

経
営
判
断
等

室外への煙の流出防止措置

飲食可喫煙のみ

子どもや患者等に特に配慮

２０
UNDER

２０
UNDE

R

２０
UNDER

第一種施設

第二種施設

喫煙を主目的とする施設

・喫煙を主目的とするバー、スナック等

・店内で喫煙可能なたばこ販売店 ・公衆喫煙所

○ 施設内で喫煙可能（※）
喫煙目的施設

改正健康増進法の体系
2019年
７月1日
施行

2020年
4月1日
施行

2019年
1月24日
施行

※全ての施設で、
　喫煙可能部分には、
　①喫煙可能な場所である旨の掲示を義務づけ
　②客・従業員ともに20歳未満は立ち入れない

【経過措置】
既存の経営規模の小さな飲食店
・個人又は中小企業が経営
・客席面積100㎡以下
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